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第 136 期    中    間    決    算    公    告 
 

平成 18 年 12 月 22 日 

大阪市中央区北浜四丁目 5 番 33 号 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 

代 表 取 締 役 社 長   森 田  豊 
 

中間連結貸借対照表（平成 18 年 9 月 30 日現在） 

（単位：百万円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（資産の部）  （負債の部） 

現 金 預 け 金 555,165 預 金 11,102,415 

コールローン及び買入手形 196,001 譲 渡 性 預 金 2,300,783 

債券貸借取引支払保証金 205,065 コールマネー及び売渡手形 224,967 

買 入 金 銭 債 権 632,298 売 現 先 勘 定 1,010,513 

特 定 取 引 資 産 437,934 債券貸借取引受入担保金 291,461 

金 銭 の 信 託 14,598 特 定 取 引 負 債 49,383 

有 価 証 券 5,739,238 借 用 金 746,343 

貸 出 金 10,687,582 外 国 為 替 7 

外 国 為 替 3,882 短 期 社 債 374,989 

そ の 他 資 産 1,666,539 社 債 519,448 

有 形 固 定 資 産 91,083 信 託 勘 定 借 1,490,588 

無 形 固 定 資 産 138,340 そ の 他 負 債 787,406 

繰 延 税 金 資 産 20,044 賞 与 引 当 金 5,753 

支 払 承 諾 見 返 607,069 退 職 給 付 引 当 金 9,830 

貸 倒 引 当 金 △79,823 繰 延 税 金 負 債 78,787 

  再評価に係る繰延税金負債 6,408 

  支 払 承 諾 607,069 

  負債の部合計 19,606,159 

    

  （純資産の部）  

  資 本 金 287,457 

  資 本 剰 余 金 240,877 

  利 益 剰 余 金 403,602 

  自 己 株 式 △316 

  株 主 資 本 合 計 931,621 

  その他有価証券評価差額金 232,520 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △7,907 

  土 地 再 評 価 差 額 金 △3,735 

  為 替 換 算 調 整 勘 定 △4,416 

  評価・換算差額等合計 216,460 

  少 数 株 主 持 分 160,780 

  純資産の部合計 1,308,862 

資 産 の 部 合 計 20,915,021 負債及び純資産の部合計 20,915,021 
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中間連結財務諸表の作成方針 
 

（1）連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等       27社 

主要な会社名 

住信・松下フィナンシャルサービス株式会社 

ファーストクレジット株式会社 

すみしん不動産株式会社 

住信アセットマネジメント株式会社 

Sumitomo Trust and Banking Co.(U.S.A.) 

なお、住信ビジネスパートナーズ株式会社他3社は、設立等により、当中間連結会計期間から連

結しております。 

また、住信オフィスサービス株式会社は、増資に伴う議決権比率の低下により、当中間連結会

計期間より持分法適用の関連法人等としております。 

 

② 非連結の子会社及び子法人等 

主要な会社名 

住信iファンドⅠ投資事業組合 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成

績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しておりま

す。 

 

（2）持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等   10 社 

主要な会社名 

住信リース株式会社 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

ビジネクスト株式会社 

 

② 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等 

主要な会社名 

OIF (PANAMA) S.A. 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表

に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 
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（3）連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

2 月末日      1 社 

6 月末日      6 社 

7 月末日      2 社 

9 月末日     18 社 

 

2 月末日を中間決算日とする連結される子会社及び子法人等については、8月末日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表により、また、その他の連結される子会社及び子法人等は、それぞれの中間決算

日の財務諸表により連結しております。 

中間連結決算日と上記の中間決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行ってお

ります。



 
 
 

(注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 2. 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場

間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という）の取引につ
いては、取引の約定時点を基準とし、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特
定取引負債」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結
会計期間末の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中
間連結会計期間末において決済したものとみなした額により行っております。 

 3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式
については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のある株式については
中間連結会計期間末前 1 カ月の市場価格の平均に基づく時価法（売却原価は主として移
動平均法により算定）、株式以外の時価のあるものについては中間連結会計期間末の市
場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないも
のについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、そ
の他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 4. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券の評価は、時価法により行っております。 

 5. デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っておりま
す。 

 6. 当社の有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した
建物（建物附属設備を除く）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期
間により按分し計上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  3 年～60 年 
動 産  2 年～20 年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として定率法により償却
しております。 

 7. 無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフト
ウェアについては、当社並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間
（主として 5年）に基づいて償却しております。 
また、のれんの償却については、その個別案件毎に判断し、20 年以内の合理的な年数で
償却しております。ただし、重要性の乏しいものについては、発生会計年度に全額償却
しております。 

 8. 株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 
また、従来、社債発行差金については資産として計上し、社債の償還期間にわたり均等
償却を行っておりましたが、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成
18 年 8 月 11 日）が一部改正され、改正会計基準の公表日以後終了する事業年度及び中
間会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から改正会計
基準を適用し、社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって中間連
結貸借対照表価額としております。これにより、従来の方法に比べ「その他資産」中の
社債発行差金は 226 百万円、「短期社債」は 110 百万円、「社債」は 116 百万円、それ
ぞれ減少しております。 
なお、平成 18 年 3 月 31 日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上した社債発
行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準実務対応報告
第 19 号平成 18 年 8 月 11 日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、社債の償還
期間にわたり均等償却を行うとともに未償却残高を社債から直接控除しております。 

 9. 当社の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として中間連結会計期間末の為替相場
による円換算額を付しております。 
連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日
等の為替相場により換算しております。 

 10. 当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。 

  破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい
う）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という）に係
る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しておりま
す。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認め
られる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から、担保
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の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 
破綻懸念先及び下記 21.の貸出条件緩和債権等を有する債務者並びにその他今後の管理
に注意を要する債務者のうち一定範囲に区分される信用リスクを有する債務者で、与信
額が一定額以上の大口債務者に対する債権のうち、債権の元本の回収及び利息の受取り
に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができるものについては、当該キャ
ッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等、債権の発生当初の約定利子率で
割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー
見積法）により引当てております。 
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率
等に基づき計上しております。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起
因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査部が資産査定を実施
し、当該部署から独立したリスク統括部が査定結果を監査しており、その査定結果に基
づいて上記の引当を行っております。 
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率
等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引当てております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保
の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、その金額は 34,910 百万円であります。 

 11. 賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額
のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

 12. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると
認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処
理方法は以下のとおりであります。 
過去勤務債務     その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により損益処理 
数理計算上の差異   各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から損益処理 

 13. 当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
準じた会計処理によっております。 

 14. 当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査委員会報告第 24 号」という）に規
定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を
相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利ス
ワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。ま
た、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利
変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 
また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のう
ち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 15 号）を適用して実施しておりまし
た多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理
する従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定した
それぞれのヘッジ手段の残存期間に応じ期間配分しております。 
なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は
66,227 百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は 64,829 百万円（同前）でありま
す。 

  当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本
公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」
という）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法について
は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及
び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見
合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの
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有効性を評価しております。 
また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前に
ヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベ
ースで取得原価以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘ
ッジを適用しております。 

  デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間の内部取
引については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引
等に対して、業種別監査委員会報告第 24 号及び同第 25 号に基づき、恣意性を排除し厳
格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っている
ため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せ
ずに損益認識又は繰延処理を行っております。 
なお、一部の資産・負債については、個別取引毎の繰延ヘッジを行っております。 
連結される子会社及び子法人等のヘッジ会計の方法は、個別取引毎の時価ヘッジ、ある
いは金利スワップの特例処理を行っております。 

 15. 当社並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税（以下「消費
税等」という）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産の取得に係る
控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

 16. 関係会社の株式及び出資総額 37,023 百万円 
 17. 有形固定資産の減価償却累計額 104,884 百万円 
 18. 有形固定資産の圧縮記帳額 28,503 百万円 
 19. 貸出金のうち、破綻先債権額は 1,281 百万円、延滞債権額は 57,592 百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイからホ
までに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再
建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま
す。 

 20. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は 2百万円であります。 
なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 カ月以
上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 21. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 56,024 百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないもの
であります。 

 22. 破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
114,901 百万円であります。 
なお、19.から 22.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 23. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる
権利を有しておりますが、その額面金額は 7,323 百万円であります。 

 24. 担保に供している資産は次のとおりであります。 
  担保に供している資産 

特定取引資産 31,994 百万円 
有価証券 2,252,268 百万円 
貸出金 25,172 百万円 
その他資産 34,142 百万円 

  担保資産に対応する債務 
預金 4,295 百万円 
売現先勘定 1,010,513 百万円 
債券貸借取引受入担保金 291,461 百万円 
借用金 307,171 百万円 

  上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証
券 582,324 百万円、その他資産 105 百万円を差し入れております。 
また、その他資産のうち先物取引差入証拠金は 3,777 百万円、保証金は 17,133 百万円、
デリバティブ取引の差入担保金は 10,618 百万円であります。 
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 25. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布 法律第 34 号）に基づき、当社の
事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地
再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成 11 年 3 月 31 日 
同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布 政令第 119 号）第 2
条第 1 号に定める標準地の公示価格及び同条第 4 号に定める路線価に基づいて、
合理的な調整を行って算出しております。 

 26. その他資産には、過去に海外市場で行ったレポ取引の一部について、当社に源泉所得税
の徴収義務があったとして課税認定を受け、納付の上で課税の適否を争っている金額
6,316 百万円が含まれております。当社としては、本件は法的根拠を欠く不当なもので
あり、到底容認できないとの判断から、国税不服審判所長宛審査請求を行いましたが、
平成 17 年 2 月 22 日付で請求棄却の裁決を受けたことから、同年 3 月 31 日付にて東京地
方裁判所に訴訟を提起し、係争中であります。 

 
 

27. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付
借入金 138,500 百万円が含まれております。 

 28. 社債は、全額劣後特約付社債であります。 
 29. 

 
当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託 919,227 百万円、貸
付信託 829,453 百万円であります。 

 30. 1 株当たりの純資産額     686 円 20 銭 
「1 株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 4 号
平成 14 年 9 月 25 日）が平成 18 年 1 月 31 日付で改正され、会社法施行日以後終了する
中間連結会計期間から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から同
適用指針を適用し、1 株当たりの純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しており
ます。これにより、従来の方法に比べ 1 株当たりの純資産額は 4 円 72 銭減少しておりま
す。 

 31. 有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、
「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、並びに「買入金銭債権」中の
貸付債権信託受益権等が含まれております。32.についても同様であります。 

  満期保有目的の債券で時価のあるもの 

   中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

  国債 511,856 510,836 △1,019 

  地方債 100 99 △0 

  短期社債 － － － 

  社債 290,276 289,331 △944 

  その他 1,387 1,408 20 

    外国債券 1,387 1,408 20 

  合計 803,619 801,676 △1,943 

   
その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
評価差額（百万円） 

株式 466,364 870,988 404,624 

債券 1,230,610 1,223,885 △6,724 

 国債 866,506 861,917 △4,589 

 地方債 73,816 73,089 △727 

 短期社債 － － － 

 社債 290,286 288,878 △1,408 

その他 2,287,965 2,274,528 △13,436 

 外国株式 3,770 4,182 412 

 外国債券 1,869,864 1,850,446 △19,417 

 その他 414,330 419,899 5,568 

 
 

 

合計 3,984,939 4,369,402 384,462 
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なお、上記の評価差額のうち、時価ヘッジの適用により損益に反映させた金額は 947 百
万円（費用）であります。また、時価ヘッジの適用の結果、純資産直入処理の対象とな
る金額は 385,410 百万円であり、同対象額から繰延税金負債 156,443 百万円を差し引い
た額 228,966 百万円のうち少数株主持分相当額 111 百万円を控除した額に、持分法適用
会社が所有するその他有価証券に係る評価差額金のうち親会社持分相当額 3,578 百万円
を加算した額 232,432 百万円が、「その他有価証券評価差額金」に含まれております。
当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 161 百万円減
損処理を行っております。減損処理において、時価が「著しく下落した」と判断する基
準は、資産の自己査定において、有価証券の発行会社の区分が正常先に該当するものに
ついては、時価が取得原価に比べ 50％以上下落した場合とし、今後の管理に注意を要す
る要注意先以下に該当するものについては、時価が取得原価に比べ 30％以上下落した場
合であります。 

 32. 時価評価されていない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は
次のとおりであります。 

内    容 中間連結貸借対照表計上額（百万円）  
 
 
 
 

 
 その他有価証券 

非上場債券 
貸付信託受益証券 
非上場外国証券 

 
246,589 
229,815 
135,112 

    
 33. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 

 
取得原価（百万円）

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
評価差額（百万円） 

  

その他の金銭の信託 2,000 2,000 － 

   
 34. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申

し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は
8,300,473 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時期に
無条件で取消可能なものが 7,565,349 百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当社並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の
変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当社並びに連結される子会社及
び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ
る旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証
券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

 35. 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号平成 17 年
12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準適用指針第 8 号平成 17 年 12 月 9 日）が会社法施行日以後終了する中間連結
会計期間から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵
省令第 10 号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令
第 60 号平成 18 年 4 月 28 日）により改正され、平成 18 年 4 月 1 日以後開始する事業年
度から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間から以下のとおり表示
を変更しております。 
（1）「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本、評価・換算差額等及び少数株主持

分に区分のうえ表示しております。 
なお、当中間連結会計期間末における従来の「資本の部」に相当する金額は
1,155,989 百万円であります。 

（2）純額で繰延ヘッジ損失として「その他資産」に含めて計上していたヘッジ手段に係
る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損
益」として相殺表示しております。 

（3）「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しておりま
す。 

（4）負債の部の次に表示していた「少数株主持分」は、純資産の部に表示しておりま
す。 
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（5）「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」又は「その他資産」に区
分して表示しております。 

（6）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」に含めて
表示しております。 

（7）資産の部に独立掲記していた「連結調整勘定」は、「無形固定資産」に含めて表示
しております。これに伴い、連結調整勘定償却は、従来、「経常費用」中「その他
経常費用」で処理しておりましたが、当中間連結会計期間からは無形固定資産償却
として「経常費用」中「営業経費」に含めております。 

 36. 「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第 20 号平成 18 年 9 月 8 日）が公表日以後終了する中間連結会計期間に
係る中間連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当中間連結会計期間か
ら同実務対応報告を適用しております。これによる中間連結貸借対照表等に与える影響
は軽微であります。 

 37. 当社は、平成 18 年 10 月 13 日開催の取締役会において、持分法適用の関連法人等である
住信リース株式会社（以下「住信リース」という）の普通株式（東京証券取引所市場第
一部上場）を公開買付け（以下「本公開買付け」という）により取得することを決議
し、平成 18 年 10 月 24 日から 11 月 27 日までの期間、本公開買付けを実施いたしまし
た。その結果、平成 18 年 12 月 5 日をもって住信リースは当社の連結される子会社及び
子法人等となりました。 
（1）公開買付けの目的 

当社は、財務の健全性を背景に、既存事業の成長加速、顧客基盤・事業基盤の外延
的拡大を図るため、グループ事業戦略に資する戦略的投資や資本・業務提携を積極
的に展開しております。当社グループは、多彩な機能と幅広い顧客基盤に強みを持
つ住信・松下フィナンシャルサービス株式会社（連結される子会社及び子法人等・
以下「住信・松下フィナンシャルサービス」という）と、大企業向けリースに強み
を持つ住信リース（持分法適用の関連法人等）の 2 社のリース事業を営む会社を有
してきましたが、リース事業については、リース会計基準の見直しの影響等もあ
り、今後の競争激化・収益性の低下等が予想され、規模の拡大、事業の多角化・総
合化が喫緊の課題となっております。 
このような経営環境の変化に対処していくため、当社は、住信リースの全ての発行
済株式の取得を目指して、本公開買付けを実施いたしました。 
本公開買付けにより、住信リースを連結される子会社及び子法人等としてグループ
内の中核子会社の 1 つとして明確に位置付け、当社グループの経営資源を有効に活
用することにより、住信リースの競争力強化を図ってまいります。 
更に、住信・松下フィナンシャルサービスの合弁パートナーである松下電器産業株
式会社との協議を踏まえ、平成 20 年を目処に、住信・松下フィナンシャルサービ
スと住信リースのグループ内再編を目指し、ノンバンク事業の一層の強化と連結収
益の持続的成長を図ってまいります。 

（2）対象会社の概要 
1)商号            住信リース株式会社 
2)主な事業の内容  総合リース業(賃貸事業・割賦販売事業・営業貸付事業・その 

他関連事業) 
3)所在地          東京都中央区日本橋二丁目 3番 4 号 
4)代表者          取締役社長 荒木 二郎 
5)資本金の額      5,064 百万円（平成 18 年 9 月末現在） 
6)発行済株式総数  21,584,300 株（普通株式） 
7)総資産の額      500,341 百万円（平成 18 年 9 月末現在） 

（3）株式取得の時期 
平成 18 年 12 月 5 日 （公開買付けの決済の開始日） 

（4）取得した株券等の数、取得価格及び取得後の所有割合 
1）取得した株券等の数 ：19,846,282 株 

本公開買付け前所有株式数 ：    970,000 株 
本公開買付け後所有株式数 ： 20,816,282 株 

2）取得価格 ： 1 株につき 2,050 円 
3）取得後の所有割合 ：96.44％ 

（5）取得資金の調達方法 
全額自己資金を充当しております。 
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 38. 銀行法施行規則第 17 条の 5 第 1 項第 3 号ロに規定する連結自己資本比率（国際統一基
準）は、11.55％であります。 
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中間連結損益計算書 

 

平成 18年  4月  1日 から 
平成 18年  9月 30日 まで 

 

（単位：百万円） 

科      目 金         額 

経 常 収 益  387,772  

信 託 報 酬 35,867   

資 金 運 用 収 益 162,271   

（う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 85,867 ）   

（うち有価証券利息配当金） （ 61,383 ）   

役 務 取 引 等 収 益 59,705   

特 定 取 引 収 益 3,612   

そ の 他 業 務 収 益 112,620   

そ の 他 経 常 収 益 13,694   

経 常 費 用  288,596  

資 金 調 達 費 用 79,618   

（ う  ち  預  金  利  息  ） （ 39,584 ）   

役 務 取 引 等 費 用 13,076   

そ の 他 業 務 費 用 93,235   

営 業 経 費 91,870   

そ の 他 経 常 費 用 10,795   

経 常 利 益  99,175  

特 別 利 益  179  

特 別 損 失  1,372  

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益  97,982  

法人税、住民税及び事業税  13,391  

法 人 税 等 調 整 額  18,403  

少 数 株 主 利 益  2,226  

中 間 純 利 益  63,960  
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(注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 2. 1 株当たり中間純利益金額 38 円 23 銭 
 3. 潜在株式調整後 1株当たり中間純利益金額 38 円 22 銭 
 4. 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を

中間連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等
に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末にお
ける評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会計期
間末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

 5. 「その他経常収益」には、株式等売却益 6,120 百万円を含んでおります。 
 6. 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額 3,660 百万円を含んでおります。 
 7. 特別損失は、減損損失 1,079 百万円、固定資産処分損 293 百万円であります。 

 


